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パリ協定が採択され，世界全体で地球温暖化対策が一層進むとともに、COP26 の声明によって 1.5℃目標

を目指して対策を行う必要がある。このような背景から、電力の大口需要家でもある下水道部門において

施設や機器変更のような対策だけでなく，デマンドレスポンスなどの運用面による省エネ対策が求められ

ている。本研究では，運用面での対策の基礎情報を整備するため，プロセス単位での電力消費計測システ

ムを開発し，プロセス単位ごとの電力消費量のモニタリングを行った。その結果から、各プロセスにおけ

る電力消費量の時間変動性を把握した。また、観測を実施している水処理施設の運用における変更可能な

機器運用の範囲を確認し、運用変更による電力消費の削減及び時間帯移動の可能性を検討した。この結果

から，得られた電力消費量データをもとに複数日を対象にした運用変更を検討する線形計画法を用いて最

適化運用計画を作成するアルゴリズムの開発を行い，実データから運用変更に伴う太陽光発電を最大限利

用する天候別のシナリオ分析を行うことで、再生エネルギーの利用最大化と消費電力の最小化を検討した。 

 

     Key Words: Electricity demand monitoring, Time-series demand observation, Wastewater Treatment 

Plant, Optimal Operation Planning, Liner Programing 

 

1． 背景・目的 

 グラスゴーで開かれらCOP26を契機に1.5℃目標を達成

する1)ため、温暖化対策をこれまで以上に重要になった。

このような社会的な要請がある中，都市の健全な発達，

公衆衛生の向上，水域の水質保全を目的とする下水道は，

我が国における年間消費電力の約0.7%を占める大口需要

家2)でもあるため、その省エネポテンシャルを把握し、

省エネ化を進める必要がある。 

下水道を対象として電力消費量や温暖化対策について

検討した研究には，メーカーや事業者へのアンケートを

実施することで規模や処理方式の異なる下水処理場を対

象に電力消費量の試算を行い，省エネ機器に変更した際

の削減効果を推計した藤井らによる研究 3)があるが，運

用変更による省エネ施策を検討できる詳細な電力消費の

実態を把握するには至っていない。 

また，筆者らによる下水処理場の電力消費量の実績デ

ータをプロセスごとに継続的に観測を行い、マルコフス

イッチングモデルによって再現をするモデルの構築を行

った研究4)などがある。 

ただし，デマンドレスポンスのような運用面からの省

エネ対策を検討するには時間単位やそれよりも細かい単

位での逐次的な電力消費実態を把握し，対策を講じるた

めの基礎情報の整備が必要であるが，十分に実施されて

いるとは言えない。 

そこで，本研究では，下水処理場を対象に，多様な省

エネ対策を検討するため，逐次的なエネルギー消費状況

を把握できるモニタリングシステムを開発し，各プロセ

スのエネルギー需要の計測を行った．また，得られた電

力消費量データをもとに複数日を対象にした運用変更を

検討する線形計画法を用いて最適化運用計画を作成する

アルゴリズムの開発を行い，実データから運用変更に伴

う太陽光発電を最大限利用する天候別のシナリオ分析を
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行うことで、再生エネルギーの利用最大化と消費電力の

最小化をすることでデマンドレスポンスの可能性を検討

した。 

 

 

2．方法 

 本研究では、下水処理場を対象に省エネ及び再生エネ

ルギーの最大活用を検討するため、プロセス単位での電

力消費のモニタリング、運用モデルの構築、各シナリオ

別のデマンドレスポンス分析を実行した。 

 

2.1対象地 

本研究では、2011年の東日本大震災で被害にあった福

島県の下水処理場を対象に，各プロセスにおける電力消

費量の観測を行った。 

 Table. 1は本研究で対象とした下水処理場の施設情報 5)

を表したもので，処理方式はオキシデーションディッチ

法(以下，OD 法)を採用し，計画日最大処理能力 2600m3/

日，晴天時日平均下水量が約840m3/日，年間電力消費量

は約 400MWhである。 

 

Table. 1 対象とする下水処理場の基本情報 5) 

処理方式 オキシデーション

ディッチ法 

計画日最大処理能力 2600m3/日 

晴天日平均処理量(2014年) 約840m3/日 

年間電力消費量(2014年) 約400千kWh/年 

 

2.2 電力消費量のモニタリング 

 本研究では、Maki et. al.4)で設置したモニタリングシス

テムを活用して、各プロセスの電力消費量の観測を実施

した。Fig.1およびTable.2はモニタリングシステムの構

成を表した。また、観測は 2015年3月から実施した。 

 

 
Fig. 1 モニタリングシステムの構成 4) 

 

2.3 電力消費量の分析 

 モニタリングシステムによって観測した電力消費デー

タから電力消費傾向の分析を行った。また、過去の電力

消費傾向をもとにシナリオ分析を行う際の基準日電力消

費量のモデル化を行った。分析に用いるモニタリングデ

ータとして、2015年3月1日0時～2020年2月20日時14

時までの時刻別（分単位と時間単位の 2種類）の系統別

消費電力データを用いた。 

Table. 2 モニタリングシステムの設置位置 4) 

測定箇所名 センサー数 備考 

全電力消費量 1 
下水処理場への電力供給

の受電端を計測． 

水処理 1 

OD 法による処理に伴う電

力 消 費 を 計 測 。 

スクリーン、反応槽の曝

気装置、最終沈殿池ポン

プ場の汚泥掻寄機を含

む。 

汚泥処理 1 

汚泥処理は濃縮槽、貯留

槽、脱水機からなり，濃

縮槽には掻寄機，貯留槽

には攪拌機が含まれる。 

動力設備 1 

付帯設備であるクレーン

や脱臭塔、換気装置など

を含む電力消費量で，直

接的には処理に関わらな

い設備。 

 

2.4 線形計画法による運用分析モデルの構築 

 本研究では、対象とした下水処理場の運用及び給電元

を変更することによる電力消費の削減及び再生エネルギ

ーの利用の拡大を行うためのモデル分析を行った。モデ

ルの構築には対象とする下水処理場に聞き込み調査を行

い、設備の運用条件の把握を行った。また、再生エネル

ギーは対象地近隣に存在する新エネルギー会社の太陽光

発電設備から給電を行うことを想定し、給電可能量の計

算を行った。 

 以上をもとに最適化モデルの構築を Fig.2に従って行

った。 

 

 

Fig.2 最適化モデルの構築フロー 

 

式(1)は本研究における再生エネルギーの最大利用及

び電力消費量の削減を検討するために構築した数理モデ

ルを表したものである。モデルの構築には Pythonの Pulp

- 8 -



 3 

パッケージを用い、二つの目的関数からなる多目的最適

化モデルとなる。 

𝒎𝒂𝒙 ∑ (𝑷𝑽𝒊 − 𝑪𝒊)
𝒏

𝒊
 

(1) 

𝟎 ≤ 𝑷𝑽𝒊 ≤ 𝒃𝒊 

𝟎 ≤ 𝑬𝒊 

𝑪𝒊 = ∑ 𝒂𝒅,𝒊𝑪𝒅,𝒊
𝒅

 

𝑪𝒊 = 𝑷𝑽𝒊 + 𝑬𝒊 

 ここで、𝑷𝑽𝒊は時刻𝒊における太陽光発電の使用量

[kWh]、𝑪𝒊は時刻𝒊における電力消費量[kWh]、𝒃𝒊は時刻𝒊

における太陽光発電量[kWh]、𝑬𝒊は時刻𝒊における系統電

力使用量[kWh]を表す。𝑪𝒅,𝒊は時刻𝒊における設備𝒅にお

ける電力使用量[kWh]を表し、その変更可能率𝒂𝒅,𝒊は現

地でのインタビュー調査によって決定した。また、𝒂𝒅,𝒊

はシナリオによって、処理工程に多大な影響を与えない

と考えるものは意図的に変更範囲を拡大できるものとし

て設定した。 

 

 

2.5 天候シナリオ設定と運用モデルによる再エネ利用

可能性の評価 

 2.4 で構築した数理最適化モデルをもとに、Table.3 に

示す既存の設定を考慮して Case1と 2を設定した。また、

現状の制約から大幅な変更を可能とする Case2 では太陽

光による発電量が異なる4パターンの分析を実施した。 

 

Table. 3 各Caseにおける制御範囲と変更点 

Case 制御範囲 変更点 

Case1 

現在のプロセス

制御から変更を

しない．評価期

間を24時間（1

日）とする． 

全系統のプロセス開始時刻を1時

間ごと0から23時まで変動 

太陽光発電設備の適切な規模を推

定するため、供電データに0.01か

ら10までの係数を乗じてポテンシ

ャル評価 

Case2 

処理量と電力消

費量が比例する

ものと仮定し、

評価期間を48

時間（2日）と

して処理の時間

帯を変更可能と

する． 

Case2-1 太陽光発電100% 

Case2-2 初日の発電量を50%に限定 

Case2-3 初日、二日目ともに発電量

を40%に限定 

Case2-4 初日20%、二日目の発電量

を40%に限定 

 

 

3．結果 

3.1 観測された電力消費量及び再生エネルギーの利用

ポテンシャルの分析 

 観測期間中に人口増加などの変化があったことから、

Fig.3 に示すように近年 1年間のモニタリングデータか

ら算出した 24 時間平均値を基に電力消費をモデル化す

る対象とする電力消費のトレンドについては 2019 年 12

月 20日 0時から2020年12月20日 14時までの24時間平

均を用いた。電力消費傾向として、水処理による電力消

費は短時間で上下繰り返す傾向があり、動力設備類では

営業時間帯に電力消費量が大きくなる傾向がみられた。

汚泥処理は処理を行う日と行わない日で大きな変化があ

るため、平均値としては電力消費量が小さいものの、処

理実施日の電力消費は無視できるものではなく、その変

動に対応することは今後の課題である。 

 また、Fig.3 から、平均的な太陽光発電量であれば、

日中の電力消費量を賄うことが可能であることが確認で

きた。 

 

 

Fig.3 近年1年間のモニタリングデータによる電力消費量

及び太陽光発電量の平均値 

 

3.2 各シナリオ分析による再生エネルギーの利活用ポ

テンシャルの評価 

3.2.1 プロセス開始時間を変更するCase1の評価結果 

全系統のプロセス開始時刻を1時間ごと0から23時まで

変動させた場合の太陽光発電利用電力量と、太陽光発電

量のうち消費電力モデルに供給された電力量の比率を検

討した結果をFig.4に示す。その結果、プロセス開始時

刻を1時間早めた場合が再生エネルギーを最大に利用で

きることが分かった。 

 

 

Fig.4 各時間の太陽光発電量と利用率 

 

さらに、供給電力データに0.01から10までの係数を乗

じた場合のポテンシャル評価結果をFig.5に示す。太陽光

発電利用量と利用率の積はスケーリングファクターが

0.5の時に最大となることから、太陽光発電設備は、日

電力消費量の0.5倍程度の供給電力量[kWh/日]となる規模
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が妥当と推定した。 

 

 

Fig.5 各係数を乗じた場合の再生エネルギー利用ポテ

ンシャル 

 

 

 

3.2.2 複数の天候シナリオを想定したCase2の評価結果 

今後プロセスの仕様等が変更となる場合を想定した評

価として、制約を考えない条件での下水処理プロセスの

モデル化及びポテンシャル評価を行った。 

本ケースでは評価期間を48時間、処理ステップを30分

単位とした。消費電力量及び供給電力量を変動させない

場合の各ケースにおける電力消費及び供電データにおけ

る結果を示す。Fig.6は各条件における給電量の違う運

用状態を含めて図にしたもので、Table.4は結果を表に

まとめたものである。 

 この結果から、最大限の太陽光発電で運用を自由に変

更可能であれば下水処理場の消費電力のほとんどを賄う

ことができ、運用次第で天候に恵まれないCase2-4におい

ても3分の1前後の再生エネルギーを活用できる可能性が

確認できた。 

 

 
 

Case2-1 Case2-2 

 
 

Case2-3 Case2-4 

Fig.6 各天候シナリオにおける最適運用制御パターンの計算結果 

 

Table.4 各天候シナリオにおける再生エネルギー利用量と合計消費電力量 

Case 太陽光発電利用量[kWh] 太陽光以外の電力使用量[kWh] 合計消費電力量[kWh] 

Case2-1 1768(利用率99.8%) 23 1791 

Case2-2 1327(利用率99.9%) 457 1783 

Case2-3 709(利用率100%) 1075 1783 

Case2-4 531(利用率100%) 1252 1783 

 

 

4．まとめ 

 本研究では、下水処理場における各プロセスの電

力消費量を計測した。また、計測したデータをもと

に運用の変更を検討する数理モデルを構築し、各天

候シナリオにおける電力消費量の削減および再生エ
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ネルギーの利用率を最大化する場合を検討した。 

各ケースの分析結果から、対象とした下水処理場

の運転について以下の知見が得られた。 

➢ 太陽光発電設備の発電が大きくなるより前に

各系統を起動させておいた方が良い 

➢ 太陽光発電の総発電量がある程度以下となっ

た場合は、初日の発電立ち上がりから二日目

の発電量減衰に沿うような台形型の電力消費

となる運転が太陽光発電利用量を確保しつつ

無用な電力消費を抑える運転が適切 

➢ 太陽光発電の発電量がある程度以下となった

場合は、初日と二日目とで発電量に多少の違

いがあっても消費電力を一定とし運転期間を

延ばす運用が合理的 

上記の評価は運用を自由に変更できる仮定の下で

の評価結果から導いたものであるが、太陽光発電が

ある程度以下となるような場合では、現行の自動運

転を変更せずとも最適な運転ができる可能性がある

ことを示唆された。 

本研究の結果は、下水処理場の目的である放流水

質の維持に必要なプロセスモデルを検討しきれてい

ないことと将来の電力消費量予測まで含めておらず、

これらの問題を解決することで、より実装が可能な

デマンドレスポンスに活用できるシステムの開発を

行う必要がある。 
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Electricity Demand observation by Time-series Monitoring Systems of the Waste Water 

Treatment Plant and Development of optimal operation planning algorithm by linear 

programming 

 

Seiya MAKI, Yujiro HIRANO, Toyohiko NAKAKUBO, Ryosuke KAKUYA, Mitsuo 

KOIDE, Daisuke KONDO 

 
It has become necessary to take further measures against global warming throughout the world with the adoption of 

the Paris Agreement, and to take measures toward the 1.5 ° C target goal by the statement of COP26. Therefore, the 

sewerage sector, which is also a major consumer of electricity demand, is required not only to change equipment but 

also to save energy by operation changes such as demand response. In this study, in order to prepare basic infor-

mation for taking operational process, we developed electricity demand monitoring systems for each process and con-

ducted a survey of its electricity demand. In addition, we confirmed the range of changeable in operation of the waste 

water treatment plant. From these results, we developed an algorithm to create an optimized operation plannings that 

minimizes the electricity consumption and maximizes solor energy use by using the linear programming method 

based on the obtained monitoring data. As a result, the energy saving and reusable energy potential associated with 

the operational change and using reusable energy were calculated from the actual data and some of scenario analysis. 
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